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要　旨
現在、日本における少子高齢化が進んでいるとともに、労働力不足が顕著に
なっている。また、グローバル化時代の中、外国人留学生の活躍が大きく期待さ
れている。しかしながら、日本企業と留学生の間に、就職に関する現状や課題が
壁になる。本研究では、まず、日本企業における日本企業への留学生の就職の現
状と課題を明らかにし、次に、支援も踏まえ、留学生の日本における活躍の機会
の創出に寄与することを目的とする。主な構成としては、日本企業側と留学生側
の各自の視点から、求人、求職における要件を明らかにする。また、これまでに
採用実績がある日本企業を取り上げ、日本企業と留学生の間に発生している
ギャップあるいは壁がどのようなものかを検討し、その発生の要因を探る。
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1 　はじめに
深刻な労働力不足に直面する日本企業が積極的な外国人留学生の採用に踏み切ったとい
われる一方で、期待されるほどの留学生の就業が進んでいない現状に鑑み、日本企業と留
学生の間に、就職に関する現状や課題が壁となっている可能性が考えられる。本研究は、
期待されるほどの外国人留学生の就業が進まない要因が何かを明らかにすることを目的と
する。そのため、本研究では、まず、これまで行われてきた外国人留学生の就業状況に関
する調査をレビューし、次いで、本研究と同じ目的で実施されてきた先行研究についても、
その結果を検討する。そして、外国人留学生が日本企業への就職活動において直面してい
る問題の概要と、日本企業が外国人留学生を採用・雇用する際に直面している問題につい
ても明らかにする。
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2 　外国人留学生の増加と国内企業への就職状況
日本における外国人留学生数（以下、留学生とする）は年々増加している。2017年 5
月現在の総数は267,042人（前年比11.6％増）となり、国籍別にみると、中国40.2％、ベ
トナム23.1％、ネパール8.1％が上位 3カ国で、出身地域別留学生の割合については、ア
ジア地域からの留学生が93.3％（前年度93.0％）、欧州・北米地域からの留学生が合わせ
て4.4％（同4.6％）となっている1。
2 ．1 　外国人留学生の増加と卒業後の進路
こうした外国人留学の増加の背景には、日本政府が10年前から進めてきた「留学生30
万人計画」がある。留学生を呼び込むために、英語だけで学位を取れるコースや、快適な
留学生寮の拡充などを進めてきた。日本政府は、留学生政策に、少なくとも約4,000億円
も予算を投入している。日本政府が、留学生対策に積極的な理由は、少子高齢化に直面し
ている日本にとって、欠かせないと考えているからに他ならない。
図 1 ．日本における外国人留学生数の推移
（出所）日本学生支援機構 http://www.jasso.go.jp/about/statistics/intl_student_
e/2017/index.html
（注）　 本調査は平成15年度まで文部科学省が実施していたが、平成16年 4月
に独立行政法人日本学生支援機構の設立に伴い、同機構に移管されたもの。
なお、平成26年度より高等教育機関及び日本語教育機関における総数を本調
査における留学生数としている。
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日本の労働力の中心になる「生産年齢人口」は、2035年には 2割減少、2050年前後に
は現在の 6割程度に落ち込むという試算もある。こうした減少を、女性や高齢者の働く
環境を整えても、なお、賄いきれない部分、その部分を担うことが期待されているのが外
国人留学生である。卒業後に、日本で就職してもらい、日本の活力を高める役割が期待さ
れている。こうした高度な外国人人材は、既に、世界的規模の獲得競争になっており、日
本政府としても、取り残される訳にはいかない。
外国人留学生の増加に伴い、大学卒業後も日本に留まり日本企業に就職を希望している
留学生も増加してきており、法務省入国管理局の報告では2009年、2010年にリーマン・
ショックの影響から減少に転じたが、2015年度に日本国内で就職した外国人留学生は 5
年連続増加で過去最多の 1万5,657人（前年比7.6％増）に上っている。日本企業等への就
職を目的として在留資格変更許可申請に対して処分数は増加傾向にあり、2015年は前年
比20.6％増で過去最高を記録している。日本学生支援機構が、2015年に実施した調査2に
よると、外国人留学生の63.6％が日本に留まり就職を希望しており、母国に帰国して就職
しよう考えている留学生（20.0％）を大幅に上回っている。日本政府も2016年 6月に閣
議決定した「日本再興戦略　改訂2016」において、外国人留学生（高度人材）の日本国
内での就職率を 5割まで向上させる目標を掲げている。
日本経済には景気回復が実感できないという声も聞かれるが、日本社会は留学生雇用に
積極的な姿勢を見せている。留学生が日本の企業に就職する理由としては、大学等で習得
した知識や技術を職場での実践を通してより確かなものにすることが第一に挙げられてい
る。一方、日本社会でも優秀な留学生を採用し、国際競争力をつけることを目指している
図 2 ．外国人留学生の国内企業就職者数の推移 
（出所）法務省入国管理局および日本学生支援機構のデータより筆者作成。
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企業も増加している。グローバル化時代、留学生の存在が日本社会を大きく変える要因の
1つとなっていることは確かである。
2 ．2 　進まぬ外国人留学生の日本企業への就職
日本国内における時代の要請、社会の要請共に、外国人留学生の日本企業への就職を後
押ししている。また、外国人留学生も、卒業ないしは修了後も日本に留まり、雇用機会を
求めており、いわば、両者の関係は、相思相愛の関係にあるはずである。しかしながら、
期待されるほどの成果は上がっているとはいえない。2015年に日本学生支援機構が実施
した調査3でも、就職に関係したものとして、「留学生用就職情報の充実」を求める声は
54.1％、「企業主催の留学生用企業説明会の充実」を求める声が36.8％、「留学生用イン
ターンシップの充実」を求める声が30.4％と多くの外国人留学生が就職環境の改善を求め
ている。
一方、採用する側の日本企業も、就職する外国人留学生に対して、就職活動において改
善して欲しい点として、日本企業で就業を希望する以上、「日本語能力の不足」を38.9％
を挙げているほか、「日本企業における働き方に関する理解が不足」を36.9％が、そして、
「業界研究、企業研究の不足」を17.7％が指摘している4。
また、外国人留学生や高度外国人材へのアンケート調査（複数回答可）によると、就職
活動上の課題として、①日本式の就職方法指導や日本語の修得のための支援、②企業によ
る留学生採用枠の拡大や採用枠の明示、③留学生向けの就職情報の充実等が挙げられてお
り、両者は極めて類似しており求人・求職の両サイドにおけるニーズは、必ずしも大きく
隔たりをもつものとはいえない。
図 3 ．外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査
（出所）新日本有限責任監査法人『外国人留学生の就職及び定着状況に関する
調査報告』（経済産業省委託調査事業）2015年 3月。
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2 ．3 　外国人留学生の就職問題に関する先行研究
外国人留学生の就職に関する研究は、プログラム修了後の就職支援をはじめとして多く
なされている。外国人留学生の日本国内での就学数などの基本的なデータの把握は、
2003年度まで文部科学省が実施していたが、2004年 4月に独立行政法人日本学生支援機
構の設立に伴い、同機構に移管され、基本的な就学者数、卒業・修了者数は、同機構が発
表している5。また、同機構は、外国人留学生の就職支援のための資料6、就職活動におけ
る問題点についてもアンケートを実施している7。
労働政策研究・研修機構（2008）は、企業の採用姿勢について、外国人留学生を「日
本人社員とは区別なく採用」が 8割近く、「別枠で採用」は 2割弱であることを明らかに
した。また、外国人留学生を採用することで、職場が活性化したり、社員が国際的視野を
もつようになったりと、プラス面での効果があった一方で、留学生の日本語不足により従
事させる職種が限定されたり、在留資格の更新など手続きに時間がかかったなどの、マイ
ナス面も生じていることを明らかにした8。
志甫（2009）は、外国人留学生が日本において就職をする際の現状の課題とミスマッ
チ解消に焦点を当て、留学生に対する期待は小さくないが、仕事上の日本語能力や定着率
の低さなど、期待外れと感じるケースも多く、また、留学生の採用を日本人と区別せずに
選抜を行っているが、多少留学生であることを考慮または評価しているケースもあること
も指摘している9。また、神谷（2010）は、外国人留学生の就職に対する支援体制を、産
官学の連携で行うことで一定の効果があることを、事例を用いて指摘している10。
一方、徳永（2013）は、日本で就業している元外国人留学生が就職活動時に、どのよ
うに活動を行ったのか、また、就職活動を通して疑問に感じたものや就職状況などを明ら
かにし、企業の外国人留学生採用における問題点の解決方法を探り、今後の外国人留学生
採用のあり方等を明らかにするために、企業、元留学生、大学にヒアリング調査とアン
ケート調査の 2段階の調査を実施した。その結果から、ミスマッチの所在を明らかにし
ている11。経済産業省も、新日本有限責任監査法人（2015）に委託して、外国人留学生の
就職活動における企業との間に存在するミスマッチに焦点を当てた調査を実施してい
る12。また、久保田（2015）は、留学生を採用するにあたり、留学生にどのような魅力が
あるのかを認識し、特有のキャリア・パスを示す必要性も指摘している13。
2 ．4 　日本政府の対外国人留学向け施策
日本政府は、2016年 5月20日、対日直接投資推進会議において「グローバル・ハブを
目指した対日直接投資促進のための政策パッケージ」を採択したが、その中で、外国企業
進出の障害となっている課題の解決方策として、「グローバル人材の呼び込み・育成」、特
に、「外国人留学生の就職支援」を挙げ、2020年度までに、高度外国人留学生（学士、修士、
博士）の就職率を 5割に引き上げる目標を掲げている。そのため、大学等において日本
企業文化やビジネス日本語等を教える講座の開設を倍増させると共に、インターンシッ
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プ・プログラムへの参加者数を増加させる。そして、外国人留学生のうち、大学における
日本企業文化やビジネス日本語等講座、インターンシップ等の特別プログラムを修了した
者に対して、プログラム所管省庁の適切な関与の下で、在留資格変更手続に必要な提出書
面の簡素化、申請に係る審査の迅速化等の優遇措置を講じた上で、2017年度より、各大
学が同プログラムを策定することを支援すると共に、留学生向け面接会の地方での開催
や、外国人雇用サービスセンターにおけるインターンシップ、就職啓発セミナー等の充実
を図るとしている。
また、2016年 6月 2日の閣議では、「日本再興戦略　改訂2016」と「経済財政運営と改
革の基本方針2016～600兆円経済への道筋～」を閣議決定した。「日本再興戦略　改訂
2016」では、「イノベーション・ベンチャー創出力の強化、チャレンジ精神にあふれる人
材の創出」のため、多面的アプローチによる人材の育成・確保を行い、多様な働き手の参
画を促すとして、①外国人材の活用 ②外国人留学生、海外学生の日本企業への就職支援
強化、の 2点を挙げている。また、「経済財政運営と改革の基本方針2016～600兆円経済
への道筋～」では、TPP（環太平洋経済連携協定）等に対応した海外の成長市場との連携
強化のため、外国人材を活用することを挙げ、高度外国人材の受入れを拡大するため、高
度外国人材の永住許可申請に要する在留期間を現行の 5年から大幅に短縮する世界最速
級の「日本版高度外国人材グリーンカード」の創設など諸外国以上に魅力的な入国・在留
管理制度を整備すると共に、高度人材ポイント制の要件の見直し・利用促進、日本での就
労希望者（留学生、ODA等による高度人材育成事業対象校の外国人学生、JETプログラ
ム終了者等）と採用意欲の高い企業側のマッチング支援、JETプログラムの拡充、外国人
留学生の子弟の教育環境を含む生活環境整備を進めることを閣議決定している。
3 　企業側の採用への考察
3 ．1 　企業の採用する目的
ディスコが、インターネットを通じて2016年11月に「企業側はどんな目的で採用して
いるのか」について調査した結果によると文系・理系ともに「優秀な人材を確保するため」
が最も多く、それぞれ64.1％、69.9％であった。次いで、文系では「語学力が必要な業務
を行うため」（42.0％）が続き、理系は「外国人としての感性・国際感覚等の強みを発揮
してもらうため」と「日本人社員への影響も含めた社内活性化のため」（ともに34.9％）
が続いている。外国人留学生の中には、優秀な人材も多く、外国人材の活用によって、自
社のビジネスを活性化でき、採用後には、外国人留学生が、大きな役割を果たしている。
企業側が留学生を採用するメリットとしては、①若い労働力を補充できる、が第 1位
となっている。少子化によって日本の若年労働力は年々減少している。海外からの若く優
秀な人材は、労働力不足の穴を埋めて余りがあるともいわれている。次いで、②社内環境
の活性化、が挙げられている。外国人労働者の中には、向上心が高く意欲的な人材も多く、
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日本人とは異なる仕事への姿勢は、組織にとって大きな刺激となっている。社内の停滞
ムードを吹き飛ばし、社員の就労意識の向上にも役立つことが期待されている。第 3が、
③グローバル化への対応が可能、となっているが、企業が海外進出を想定している場合に
は、進出予定地域出身の人材を得ることで、大きく貢献することが期待されている。市場
調査から社員の渡航、現地の商習慣、習俗に関する社内教育など、多くの役割を期待され
ている。そして、④異なる視点からの発想、が挙げられている。これは、日本とは異なる
文化的背景から、日本人とは全く違う発想やアイデアが期待されること、そして、それが
次のビジネス・チャンスに発展する可能性が期待されているのである。
3 ．2 　採用実態
3 ．2 ．1 　外国人留学生に対する採用意欲
外国人留学生に対する労働力として、戦力としての期待は高い。しかしながら、企業サ
イドには、採用に二の足を踏むような対応もみられている。日本の大学を卒業する外国人
留学生に対する日本企業の採用意欲をみると、「採用意欲が高い」が 3％、「日本人学生
並み」が39％であり、半数以上（52％）の企業が採用に前向きであると考えられる14。一
方で「採用意欲が低い」としている企業も48％あることから、いわゆるグローバル採用
の全体的な浸透にはまだ課題も残る。
3 ．2 ．2 　雇用している企業の割合
実際に、外国人を雇用している企業は、企業規模では中小企業よりも一定規模以上の企
図 4 ．外国人を採用する目的（複数回答）
（出所）株式会社ディスコキャリタスリサーチ「外国人留学生の採用に関する企業調査」
（2016年11月）より筆者作成。
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業に多くみられている。日本政策金融公庫が実施したアンケート調査によると、派遣社員
を含めた外国人を雇用している企業の割合は13.3%であった。これを業種別に見ると、
「飲食業・宿泊業」が25.5％、「製造業」が24.3％と全体の 2倍近くになっている。外国人
を雇用している企業の割合は、従業者規模が大きいほど多くなっており、「 4人以下」の
企業では2.1％であるのに対し、「100人以上」の企業では51.1％となっている15。一方で、
日本貿易振興機構が、海外ビジネスに関心の高い日本企業に向けに2015年11月～2016年
1月にかけて行ったアンケート調査（約3,000社が回答）によると、2015年度に外国人社
員を雇用している企業は44.4%という結果が出ている16。
3 ．2 ．3 　採用しない理由
採用している企業の多くは、優秀な人材を確保し、語学力が必要な業務がある、などの
理由で、外国人を採用している。一方、外国人留学生を採用しない理由について、経済産
業省の実施した企業アンケート調査では、「海外事業展開の計画がなく外国人社員の必要
性がない」が51.9%と最も多かった。他には、企業自身に、「活用メリットがわからない」
が19.5%、「コミュニケーションが上手くいかなそう」11.6%、「離職してしまいそう」7.2%
となっている12。このように、企業が採用に二の足を踏む背景には、留学生特有の問題が
関係している。すなわち、典型的な理由としては、「日本の雇用習慣になじまない」、「日
本語の能力不足」、「定着状況が低い」などの理由が挙げられている。
3 ．3 　企業側が求める人材像
日本企業による外国人向けの求人、求職ネットを中心に、求人情報の中から外国人留学
生に対する求人情報を抽出し、採用に際して日本企業が、外国人留学生に期待している資
質を集計した。今回の調査では、「外国人求人ネットエース」、「就職じゃぱん」、「リュウ
カツ」、「IFSA国際留学生協会」を対象として調査を行った。これらのサイトに掲載され
ていた求人数は約70～80件で、約50社から求人を募集していた。
求人情報を個別に調査したところ、特徴としては、まず、中小企業からの募集が多かっ
た。約50社のうち上場大手企業は僅か 7社であった。次に、求人情報は少なくないが、
ハードルが高い、という特徴があった。特に、多言語対応がほとんど必須である。多言語
で、英語、中国語、ベトナム語、タイ語、ロシア語などいずれかで、ネイティブ・レベル
以上の能力が要求されている。また、全ての求人で、高い日本語能力が求められている。
日本語能力試験N 2以上、あるいはビジネス・レベル日本語と書かれているが、そのレベ
ルは記載されている以上に高い可能性が高い。すなわち、社内では、ビジネス業務は日本
語で行われるため、一般的なコミュニケーションにおいて日本語が必須になっている。
その他、企業が求人において、求める資質としては、「コミュニケーション能力」、「多
言語対応」、「長期働けること」の 3つが挙げられている。もちろん、専門業務ならでは
の専門知識も要求され、また、チャレンジ精神、数年後の現地法人での勤務への対応など
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も挙げられていた。
4 　留学生から見る日本企業
4 ．1 　希望する企業規模
外国人留学生が就職を希望する企業規模としては、「グローバルに事業を展開している
大企業」を70%、「主に日本で事業を展開している大企業」が6.2％となっており、「企業
規模は気にしていない」は23.2%であった12。経済産業省の調査では、外国人留学生が希
望する大企業からの求人数が少ない点も指摘されている。実際に、就職している企業規模
は中小企業の方が多い17。外国人留学生にとって、就職に際して企業を探す場合でも、出
身国（母国）で事業活動を展開しているような大企業しか知らないのが実情のようである。
こうした情報不足を解決するためには、中小企業からの積極的な情報の発信と情報内容の
充実が求められる。また、もちろん、大企業による求人募集拡大も必要になるものと考え
られる。
4 ．2 　働く場としての感覚
経済産業省が、日本への留学生・元留学生を対象に行った調査によると、日本の生活に
ついて、日本に住むことについては、「魅力的」という回答が約83%であったのに対して、
日本で働くことについては約51%が否定的評価されている18。原因としては、いくつかの
要素がある。まず、①労働環境、であるが、長時間労働、有給休暇が少ない（ないしは、
取り難い）が問題視されている。自分の担当業務が終わっていても残業をしている日本人
社員が多く、帰りづらいと感じたり、休みを取るのにも上司の了承を得なければならな
かったり、ストレスを感じることが多いという。その意味では、外国人留学生のみならず、
職場環境の見直しをしなければならない。次いで、②年功序列制度、が挙げられており、
能力や成果に応じた給与や昇給ではなく、年功序列で評価を行っている企業が多く、それ
が不満の原因になっている。評価に対して、能力の高い人や成果に応じた評価を行う制度
の検討が必要となろう。また、③キャリア・パスが不明確、という点も挙げられている。
人事制度等について、将来の昇進や昇給の制度が整っていない、未来が見えないという指
摘もなされている。
5 　おわりに
外国人留学生の就職問題は、近年急速に顕在化している。これは少子高齢化の進展に伴
う人材不足への対応に苦慮する企業が多くなっていることの証左である。日本企業が直面
する問題についても詳細な検討が必要であり、現在、外国人留学生の採用に積極的な企業
についてインタビューを検討している。加えて、求人広告をインターネット上で公開して
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いる企業について、求人広告を比較検討することで、どのような人材像を求めているのか、
を探るためのネット調査も実施している。本稿では、これまでのさまざまな先行研究に加
え、実際の求人情報を個別に検証することで、企業の求める人材像（留学生像）を明らか
にした。その結果、日本企業の多くは、外国人留学生を採用する場合にも、外国人である
ことの長所を積極的に評価するよりも、社内でのコミュニケーションなど、自社との融和
性、親和性を重視している。一方、外国人留学生は、日本企業に関する情報収集が不十分
であるため、求人情報にアクセスできていないケースも多い。その意味では、企業側も、
もっと情報の発信、キャリア・パスの明確、留学生向けの仕組み、働きやすい環境などを
検討しなければならない。留学生側も、もっと視野を広げ、大企業だけではなく、魅力あ
る中小企業についても企業研究をする必要がある。また、日本語能力を強化し、コミュニ
ケーション力を磨き、企業が懸念している側面を少しでも解消させることで、より良い就
職機会が得られる可能性が高まるだろう。
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